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論 文 内 容 の 要 旨 
審査対象論文として提出された『学校事故の責任法理』（法律文化社、2004 年）〔以下、
Ⅰと表記する。〕および『学校事故の責任法理Ⅱ』（法律文化社、2017 年）〔以下、Ⅱと表
記する。〕は、奥野久雄氏がこれまで執筆した論稿の中から「学校事故における不法行為責
任」に関するものを選んで収録したものである。  
 両書をあわせて 700 頁弱に及ぶ浩瀚な著作であること、そして 40 年近くにわたる同氏
の研究活動の中で公表した論稿を一定の間隔をおいて 2 冊に収録していることから、本審
査ではまず全体を一体のものとして扱うことにする。そのうえで、日本法に関連する部分
と外国法に関連する部分とに大きく分け、それぞれにつき基本的には叙述の順序に従いつ
つ内容が共通する部分については可能な限り同一の項目で扱う。  
 なお、本報告では、論文の内容を網羅的に扱うことはせず、論文の主題に直接関係し、
かつ、学術的に特に意義があると認められる部分のみをとりあげる。  
 
（１）日本法研究  
①学校事故・スポーツ事故（Ⅰ第 1 編第 1 章） 
 学校事故の中でも学校の体育あるいはクラブ活動において事故が生じた際に、どのよう
な要件のもとで賠償責任が認められるかについて検討している。  
 学校体育事故をめぐる法律関係は、理論上も実務上も困難な問題を提起するが、特に問
題となるのが生徒の生命・身体の安全に対する注意義務、すなわち過失の内容であり、こ
の問題を検討の中心に据える。学説の概要を紹介し、判例については各スポーツごとに整
理をして、注意義務の内容を精査している。  
 その結果、学校体育の指導担任教師に生徒の安全を確保すべき指導・監督上の注意義務
が存在することについては学説、判例とも異論はないこと、注意義務の範囲についても学
校の教育活動とこれに密接に関連する生活関係に限定される点で、そしてこの義務の程度
についても「万全を期すべき注意義務」という点においてほぼ一致していることを確認す
る。しかし、この義務を基礎付ける根拠については 4 つの考え方に分かれており、奥野氏
は、教師の監督義務は親の監督義務に対して補完的副次的役割を果たすものではなく、教
師の教育内容の重要な部分を占めているという考え方に与する。  
 また、スポーツの種類ごとに判例分析を行った結果、スポーツに内在する危険を、注意
義務の高度化の根拠とする流れが一方に見られ、他方でこれを注意義務の限界づけの根拠
する流れが存在することが明らかになる。これらに加えて、注意義務を学校全体の組織・
管理上の義務として把握しようとする動向も現れていることを指摘する。  
 
②学校事故と学校側の賠償責任（Ⅰ第 1 編第 2 章） 
 授業時間中の児童間の事故につき学校設置者の賠償責任を認めた仙台地判昭和 55 年 12
月 15 日の事案を素材として、そこで具体的に問題になった論点を検討し、学校側の責任
範囲および基準を明確にしようとする。  
 大きく次の 4 点、すなわち(1)適用法上の問題、(2)監督義務の成立の問題、(3)監督義務
違反の見定めと学校設置者の責任の成否、(4)過失相殺、について検討する。  
 (1)について、国賠法 1 条による場合であれ民法 715 条による場合であれ、要件としての
故意過失、違法性、因果関係については共通していること、(2)について、判例は、教師に
は一般に児童生徒を保護する義務があり、教師の監督義務の性質は子どもの監督義務を負
う親権者等に代わって負う義務であるとしつつ、その一方で小学校教師の監督義務につい
ては、親の監督義務に対する補完的副次的なものではなく、教師の教育内容の重要な一部
を占めると説示していると指摘する。(3)について、複数の裁判例を分析した結果、学校設
置者の賠償責任を生じさせる教師の過失は、客観化された高度の注意義務違反として捉え
られており、この場合の過失責任は実質的には無過失責任に近いものになっているとする。
(4)について、判例は、被害者の軽微な過失も斟酌し、被害者に責任能力がなくても事理弁
識能力さえあればその過失を斟酌している。しかし、学説には、この考え方を批判し、学
校事故における補償救済において過失相殺を回避することの必要性を主張する見解があり、
奥野氏はこれを肯定的に評価する。  
 
③学校事故と両親の賠償責任（Ⅰ第 1 編第 3 章） 
 京都地判昭和 51 年 11 月 25 日を素材として、未成年者が不法行為時に責任能力を有し
ていた場合に、親は未成年者とともに賠償責任を負うか、また、学校側も責任を負うかと
いう問題を扱う。  
 まず、未成年者の責任能力について、裁判例が「行為の責任を弁識するに足るべき知能」
をどのようにして判断しているかを検討する。その結果、裁判所は、責任能力の水準をあ
る程度高い年齢層、おおむね 12 歳前後に置いてきたとする。このように水準が高めに設
定された背景には、できるだけ未成年者の責任能力を否定して、賠償能力のある監督義務
者に 714 条責任を認めていこうとするポリシーが存在しているが、このような操作には限
界があり、場合によっては、未成年者の責任能力を肯定して監督義務者の責任を否定せざ
るを得ないことがあり得る。そのような場合には、監督義務者としての親の責任を 709 条
に基礎づけることも考え得るとする。  
 次に、未成年者が不法行為時に責任能力を有していた場合に、未成年者自身が賠償責任
を負うことになるが、その際、これと監督義務者としての親の責任との関係をどのように
考えるべきかを検討する。この点について、判例学説はともに当初は補充責任説を採用し
たが、補充責任説の不都合を解決する必要が指摘され、立法論による解決とともに解釈論
による解決が示された。後者は、未成年者と監督義務者との責任の併存を導く見解（併存
責任説）であり、この見解は通説化しているとする。そして、近時の最高裁判例も通説の
立場を採用するに至った。  
 併存責任説をとると、709 条が親の責任の法的根拠となるが、この場合、監督義務者た
る親の過失と損害発生との間に因果関係を肯定しうるかどうかが問題となる。判例は、当
該未成年者の不法行為に対して親がどのように関与したかという個別的具体的な判断を示
しておらず、一般的日常的な親の未成年者に対する態度をもって 709 条の責任の有無を判
定している。この判例の判断方法について、奥野氏は、714 条の不都合を 709 条によって
解決しようとする実際上の必要性を考慮すれば監督義務者の責任を容易に認めることが可
能となる判例の判断方法も一応理解することができるが、監督義務者の一般的・日常的な
監督義務の懈怠があるからといって、直ちにそれが未成年者の不法行為を生じさせるとは
言えず、論理的には問題があると批判する。奥野氏は、判例の立場は実質的には、監督義
務の懈怠が著しくかつ死亡事故あるいは死亡事故に至らないまでも失明や聴力喪失等の重
度の後遺障害を残す傷害事故のように結果が重大なものである場合に、監督義務者もまた
責任を負わされることもありうる旨を述べたものと解すべきであると主張する。  
 
④責任能力のある未成年者と監督義務者の不法行為責任（Ⅰ第 1 編第 4 章） 
 未成年者が他人に対して不法に損害を与えた場合に監督義務者がどのような責任を負担
するかについて検討する。  
 学説は、監督義務者の責任を否定する考え方（補充責任説）から監督義務者の責任を肯
定する考え方（家団説、709 条説）へと展開し、現在は 709 条説が通説化している。判例
のとる立場も同様に変遷してきた。本章ではその経緯を丁寧に追っている。  
 709 条説をとる場合に、監督義務者の過失と損害発生の因果関係が要件の１つとして必
要となるが、その判断方法については、前章で述べた私見を再度強調している。  
 
⑤いじめにともなう自殺と学校側の賠償責任（Ⅰ第 1 編第 5 章） 
 学校におけるいわゆるいじめにともなう事故によって生じる学校側の不法行為責任、特
に過失の認定の問題を検討する。素材として用いるのは、いじめによる自殺の事案である。  
 本章では、生徒の自殺について学校教師の過失をどのように認定すべきかに焦点を当て
ている。教師が生徒の生命・身体の安全を確保すべく万全の注意を尽くすべき義務を負う
ことについては学説判例上異論はないが、その根拠については監督義務代行説と教育的安
全義務説に分かれているとする。前者は、学校の校長ないし教師には学校教育法により生
徒を親権者等の法定監督義務者に代わって保護し監督する義務があるとするものであり、
後者は、生徒を学校における教育計画に従わせることはこれにより生じる危険から生徒を
保護すべき責務を当然にともなうとするもので、近時の通説的見解である。  
 いじめにともなう事故のケースでは、教師が加害行為者として加担したのでない限り、
いじめにともなう損害の発生を最小限に防止すべき適切な措置を欠いたという不作為が問
題となる。それゆえ、不法行為における過失の認定の前提として、教師に作為義務が存在
しなければならない。両親の監督義務が子どもの全生活領域に及ぶのに比べて、学校の作
為義務は教育活動ないしこれに密接に関連する生活関係に限定されるものである。奥野氏
は、このことからすれば、学校の作為義務を、かかる生活関係において通常発生すること
が予測できるようないじめを防止しこれによって生徒の安全を保持する義務と限定的に捉
えるべきであり、この作為義務はいじめを防止すべき監督義務を包摂すると主張する。  
 さらに複数の裁判例の分析を行った結果、監督義務が尽くされたか否か、すなわち教師
の過失有無を認定する際には、すでに把握された事実からどの程度悪質かつ重大ないじめ
の存在が推察されるかが決め手になっているとし、教師が生徒の自殺を予見できたかどう
かの判断は不要であるとする。この点は、一般の生徒間の事故における加害行為と大きく
性質を異にし、いじめの潜在化という特質が問題解決に反映していると指摘する。  
 
⑥学校事故判例研究の一視点（Ⅰ第 1 編第 6 章） 
 国公立学校教育の分野に国家賠償法が適用されるべきか否かという条文適用の問題が学
校教育契約（在学契約または学校契約）との関係でどのように捉えられるべきかという問
題を扱う。この視点は、昭和 50 年代に判例によって安全配慮義務が認められるようにな
ったこととの関係で学校事故の賠償責任を理論的に捉え直す必要が生じたことによっても
たらされた。  
 日本では、戦後、学校事故に特有の法律問題として条文適用の問題が深刻に論じられて
きた。今日の判例通説は、学校側の責任を問う際に国賠法 1 条の適用を認めている。もっ
とも最高裁判所は、学校教育関係の法的性質について明言をしておらず、奥野氏は民法の
適用についてなお「再考の余地が残されて」いるとする。  
 安全配慮義務との関係については、この義務が判例によって認められたことにより学校
事故責任の法律構成について議論が積み重ねられてきたものの、多くの裁判例はなお不法
行為構成を維持しているとされる。奥野氏は、その理由を、判定の決め手が立証責任の分
配や時効など制度上の問題点の考察にあるというよりむしろ、事故態様の多様性に由来す
る責任判定の限界、とりわけ過失認定上のそれに存するのではないかと指摘する。  
 
⑦判例研究（Ⅰ第 1 編第 7 章、Ⅱ第 2 部第 1 章〜第 6 章） 
 学校事故を中心として、714 条責任が争われた主要な判例を網羅的にとりあげて評釈を
加えている。  
 民法 714 条は、近時下された 2 つの最高裁判決（いわゆる JR 東海事件およびサッカー
ボール事件）によって、同条の理解を根本的に再検討せざるをえない状況に置かれている。
奥野氏は、同氏がそれまで積み上げてきた研究を基礎として、これら 2 つの判決が監督義
務者責任にどのような修正変更をもたらすものであるかについて検討を加えている。サッ
カーボール事件については判決を支持するが、JR 東海事件においては反対する。奥野氏
は、監督責任の成否を判断する基準として「精神障害者に配慮すべき具体的必要性」を考
慮すべきであるとし、この基準を採用した場合、本件事案では最高裁判決と逆の結論が採
られるべきであったと主張する。  
 
（２）外国法研究  
①学校事故賠償法史（Ⅰ第 2 編第 1 章） 
 フランス法に注目し、教師の民事責任法制の変遷を丹念に検討する。フランス法は、1804
年民法典、1899 年 7 月 20 日の法律、1937 年 4 月 5 日の法律によって教師の民事責任を
規律してきたが、本章ではこれらの規定の変遷を立法過程の資料に依拠しつつ詳細に検証
している。 
 フランスでは、公教育職員にフォート（過失）が存在する場合に、(1)国の民事責任をも
って公教育職員のそれに代えるという構成をとりつつ（1899 年法）、一方で(2)教師に対す
るフォート推定を削除するという措置が講じられた（1937 年法）。これらは、被害者救済
の観点からは一見矛盾するように見える。この帰結は、19 世紀に登場した教育立法によっ
て次第に教育に公役務の性格が与えられ、教師の地位が大きく変化するのにともなって、
教師に対する賠償責任が極めて厳格なものとなったこと、そしてこれに対する教師の側の
反対が法案の規律内容に大きく影響していることが示されている。  
 奥野氏は、(1)について、賠償資力のある国を学校事故の補償救済の主体に据えたこと自
体、被害生徒とその家族を保護することになる点で評価に値すると述べている。一方、(2)
については、現在のフランス法の法状況を前提に振り返ると十全に正当化することができ
ないとして消極的な評価を与えている。フランスではその後、不法行為責任におけるフォ
ートの観念を拡張し、あるいはフォートの証明を緩和するという方法を用いることで被害
者の実質的保護を実現するようになったからである。  
 
②学校事故賠償法の動向（Ⅰ第 2 編第 2 章、Ⅱ第 2 編第 1 部第 2 章） 
 本章では、教師の賠償責任をめぐる諸問題のうち、(1)教師の責任（フォート）と生徒の
フォートとの関係、(2)教師のフォート、(3)保管者としての教師の責任、をとりあげて、判
例及び学説の状況を概観している。  
 結論として、フランスの判例学説は、1937 年法によって行われた教師に対するフォート
推定の削除に対して複雑な反応を示しているものの、これに一定の評価を与えており、教
師の義務を予見可能性の枠内においてできるだけ広く捉えるという傾向、および、学校を
教師と同一視することによって教師を学校事故の責任主体から除外し、学校自体を責任主
体に据えるという傾向が見られるとする。奥野氏はとりわけ、後者の方向性を好意的に評
価する。 
 なお、学校教師の責任に関するその後の展開については、Ⅱ第 2 編第 1 部第 2 章におい
て近時の破毀院判決に追加的な検討を加えている。  
 
③幼少年者の不法行為責任（Ⅰ第 2 編第 3 章、Ⅱ第 2 編第 1 部第 3 章） 
 フランス民法は、日本民法のように責任能力に関する一般規定を置いていない。このた
め、幼少年者（infans）に不法行為責任を問うことが出来るかが問題とされている。伝統
的な学説および判例によれば、幼少年者は、フォートを問うことができるだけの判断能力
を備えていないから、この者が惹起した損害について個人的な責任を負わないとされる（幼
少年者無責の原則）。しかし、この原則に対する批判は強い。幼少年者に親権者等がいる場
合には、これらの者は十分な賠償資力を有していることが少なくなく、これらの者の負担
を免れさせることは衡平の見地から妥当ではない。そこで、フランスでは幼少年者無責の
原則の修正が試みられてきた。すなわち、一方において、フランスの判例は、幼少年者無
責の原則を維持しながら幼少年者の概念を厳格に解釈することで、無責の領域を限定して
いる。他方において、一部の学説は、フォート概念を客観的に構成し、フォートを抽象的
に評価することによって幼少年者の不法行為責任を正面から認めることを主張している。  
 なお、幼年者の不法行為と物の行為による責任について、Ⅱ第 2 編第 1 部第 3 章におい
て追加的な検討が加えられている。フランスでは保管概念をめぐって複雑な議論が展開し
ているが、結論として、物の行為による責任について、判例は、幼少年者に判断能力が欠
如していることおよび幼少年者が親権に服していることを理由として幼少年者を免責しな
い傾向を示している。ただし幼少年者が物の保管者となるかどうかについては、諸事情を
考慮して総合的に判断されていると整理されている。  
 
④未成年者の加害行為と両親の責任（Ⅰ第 2 編第 4 章、Ⅱ第 2 編第 1 部第 4 章） 
 本章では、フランス法を参照し、未成年者が他人に対して損害を与えた場合における両
親の責任について検討する。  
 フランス民法典 1384 条 4 項および 7 項がこの場合の責任について定めている。1970 年
に改正された同条 4 項は両親の連帯責任を定めており、同条 7 項は両親の免責要件を定め
ている。伝統的な学説および判例によれば、両親が負うこの責任は、両親における自己の
フォートに基礎付けられるものとされ、その実体は、監督上および教育上のフォートを指
す。したがって、子どもが加害行為を行った場合、両親がこれらのフォートのうちの双方
または一方を犯した推定が働くという判断構造がとられる。推定がはたらくための要件と
して、(1)法律上、子どもの監督教育を許容する親権が存在すること、(2)事実上、監督を可
能にする子どもとの同居があること、(3)子ども自身の行為があること、が求められるとさ
れている。一方、推定を覆滅するための反証は、監督上および教育上のフォートの不存在
が対象となる。本章では、各要件に関する判例学説の展開について詳細に検討が加えられ
ている。 
 検討の結果、フランス法は未成年者の行為に対する両親の責任を判断する際に次のよう
な構造をとっていることが明らかにされた。すなわち、第 1 に、未成年者の責任能力の有
無を問題とすることなく、両親のフォートが推定される。第 2 に、フォート不存在の証明
がされる。そしてその際に、フォートの存否に関する一切の事情が斟酌され、免責の可否
が決せられる。奥野氏は、このような柔軟な判断構造を採用することによって、損害の公
平な分担および被害者の保護という法政策上の要請に応えることを可能にしたと評価する。 
 なお、(2)の同居要件については、その後の研究により、多数の学説によってその位置の
後退が指摘されていることが示されている。これは、判例（1997 年の Bertrand 判決）を
画期とする両親の責任の客観化傾向にともなうものであり、現在では、不可抗力および被
害者のフォートのみが免責事由となっている。もっとも、同居要件の存在自体は、判例に
よっていまなお維持されている。  
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
（１）評価 
 学校事故およびそれにともなう補償は古くから論じられてきたテーマであるが、現在も
なお深刻な社会問題として存在し続けている。しかし、その深刻さとは対照的に、この問
題に民法学の観点から理論的に接近しようとする研究は必ずしも多くない。奥野氏は、一
貫してこの問題に取り組み続ける稀有な研究者の 1 人である。 
 奥野氏の研究は、日本法については判例研究を重視し、諸判決を網羅的に検討すること
によって実定法の現状を捉えようとする。この点に第 1 の特徴がある。このように判例研
究を検討の中心に据えている理由は、不法行為法の特質、すなわち判例の形成と展開を通
じて諸法理が構築されていくという性質と切り離すことができないことにも求められよう
が、それに加えて、学校事故自体が極めて多様な論点を包含するがゆえに総合的研究を余
儀なくされ、いきおい一般理論の構築よりも具体的事案における解決の適否に焦点を合わ
せる方が研究の手法として現実的であるとの判断にも支えられているように思われる。本
論文は、このような方針に基づいて、個別具体的な研究を積み上げてきた成果と評し得る
ものであり、長年にわたって地道な作業を継続してきたことそれ自体がまずもって評価に
値する。 
 このようなアプローチによってもたらされる研究の意義は、継続性にのみ存するわけで
はない。奥野氏は、全体としては抑制的な態度を保っているが、時として、様々な見解が
交錯するいわゆる論点において、幅広い研究に裏打ちされた独創的な視点を提供している。
このことは、とりわけ前述した最高裁判決（JR 東海事件）の評釈における批判的姿勢に
よくあらわれていると言えよう。  
 奥野氏の研究のもう１つの特徴は外国法、とりわけフランス法の研究にある。  
 学校事故について論じるにあたり、フランスと日本の間に立ちはだかる制度の違いが問
題となる。まず、フランスには行政裁判所が存在し、行政事件は司法裁判所と系統の異な
る裁判所に係属することになる。次に、日本の民法とは異なり、フランス民法典には制定
以来、特別不法行為として教師の責任に関する規定が置かれている。  
 奥野氏の論文では、国公立学校を相手取った損害賠償訴訟が司法裁判所に係属すると判
断されたことを示したうえで、賠償責任者が教師から国へと発展し、フォート推定の規定
が削除されるという変遷を経て、結局は不法行為の一般規定により問題を処理する構造が
採用されたこと、その結果、日仏法を比較するにあたって乗り越え難い制度的な壁が存在
しないことを明らかにした。一方で、フランスにおける学校事故の賠償責任の構造につい
ては、フランス特有の事情を原因とする歴史的変遷の影響により、日本法との間になお懸
隔が残ることを示唆している。  
 学校事故の賠償責任に関連する論点として、幼少年者の不法行為責任および未成年者の
親権者の不法行為責任についても検討を進めている。日本法では、子どもが教師の監督下
にある場合、原則として教師の監督義務のみが問われ、両親は免責されるという解釈がと
られているが、フランス法では、両親と子どもの同居の有無の判断を重視して監督義務の
存否が判定されており、教師と両親の責任競合が生じる余地があることを明らかにしてい
る。 
 以上に見たフランス法研究は、古いものは初出から約 30 年を経過しているが、いまな
お当該分野における基礎的研究として高い価値を保持していると言える。  
 もっとも、本論文の内容について、不十分な点も指摘することができる。  
 まず、論文全体の体系的整理が十分に行われておらず、その結果、各テーマの相互関係
が必ずしも明確でないことが挙げられる。また、論文の各テーマを跨いで重複し繰り返さ
れる叙述が見られた。多数の論稿を 2 冊の著書に収録したために整理が困難であったこと
は理解できるが、それを意識した上のものであるなら、相互参照を示すなどの配慮があっ
ても良かったのではないか。 
 次に、本論文のテーマに関する奥野氏の見解が十分に総括されていないとの印象を受け
る。もとより自説を前面に押し出せば論文としての価値が高まるというわけではない。し
かし、論文博士の資格において審査される以上、本論文の研究を通じて最終的にどのよう
な見通しを得るに至ったか、もう少し積極的に示すことが望まれよう。 
 
（２）結論 
 以上のような不足は認められるものの、本論文の全体的評価を覆すものではなく、本論
文が民法学の発展に寄与し、かつ後学のための重要な足跡を残したことは疑う余地がない。 
よって、本論文を博士論文として価値あるものと認める。  
